
品川区指定校変更・区域外就学の申立てに関する事務処理要綱 

制定 平成26年12月18日 教育長決定 要綱第10号 

改正 平成28年４月１日       要綱第53号 

改正 令和４年12月28日       要綱第18号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、学校教育法施行令（以下、「施行令」という。）第８条に規定する

指定校変更と施行令第９条に規定する区域外就学に関し、保護者の申立てに係る審査に

ついて、必要な事務処理手続を定めるものとする。 

（申立て） 

第２条 指定校変更の申立てをしようとする者は、指定校変更申請書（別記第１号様式）

および別表１に定める許可基準の区分に応じた添付書類を品川区教育委員会（以下、

「教育委員会」という。）に提出するものとする。 

２ 区域外就学の申立てをしようとする者は、区域外就学申請書（別記第４号様式）およ

び別紙２に定める許可基準の区分に応じた添付書類を教育委員会に提出するものとす

る。 

 

（審査） 

第３条 教育委員会は、申立書を受理したときは、別表１または別表２に定める許可基準

により、速やかにその申立内容について、審査をしなければならない。 

（審査会の設置） 

第４条 教育委員会は審査に当たり、必要に応じ審査会を設置することができる。 

（承諾または不承諾） 

第５条 教育委員会は、第３条の審査の結果、指定校変更の申立内容が別表１に定める許

可基準に該当するときは、指定校変更の申立てを承諾し、申立者に対し指定校変更決定

通知書（別記第３号様式）により通知するものとする。 

２ 教育委員会は、第３条の審査の結果、区域外就学の申立内容が別表２に定める許可基

準に該当するときは、区域外就学の申立てを承諾することについて申立者の住民登録地

の教育委員会に対し、区域外就学協議書（別記第５号様式）により協議するものとす

る。 

３ 教育委員会は、前項の協議後に、区域外就学決定通知書（別記第７号様式）により申

立者に対し通知するものとする。 

４ 教育委員会は、第３条の審査の結果、次の各号のいずれかに該当するときは指定校変

更および区域外就学を承諾しないものとし、指定校変更の申立者に対し、指定校変更不



承諾決定通知書（別記第８号様式）、区域外就学の申立者には区域外就学不承諾通知書

（別記第９号様式）により通知するものとする。 

⑴ 第３条の審査の結果、申立内容が別表１または別表２に定める許可基準に該当しな

いと認めるとき。 

⑵ 指定校変更の申立てを認定することにより、教室数が不足し学習環境の著しい低下

を招くおそれがあると認めるとき。 

⑶ その他教育委員会が区立学校の運営に支障があると認めるとき。 

５  前項にかかげるものの他、品川区立学校の学校選択の取扱いに関する要綱（品川区

教育委員会 要綱令和３年第１１号）第５条第３項に定める、学校選択除外校となっ

た区立学校を申請した場合、次の各号に該当する時はその申請を不承諾とする。 

(1)別表第１の基準番号第１、第３または第４に該当するとき。 

(2)別表第２の基準番号第３または第４に該当するとき。 

（処理期間） 

第６条 前条の規定による通知は、申立書を受理した日の翌日から起算して30日以内に行

うものとする。 

（意見聴取等） 

第７条 教育委員会は、第３条の審査に当たり、必要に応じて申立者の居住確認または関

係する学校の校長等に意見の聴取若しくは事実関係の照会を行うことができる。 

第８条 教育委員会は、指定校変更の申立てを承諾したときは指定校変更承諾書（別記第

２号様式）により、区域外就学の申立てを認定したときは区域外就学承諾書（別記第６

号様式）を、新たに指定した区立学校の校長に通知するものとする。 

（承諾の取消し） 

第９条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、第５条第１項および第３

項の規定による承諾を取り消すものとする。 

⑴ 申立者が、偽りその他不正な手段により承諾を受けたとき。 

⑵ 別表１または別表２に定める許可基準に該当しなくなったとき。 

２ 教育委員会は、指定校変更の場合に前項の規定により承諾を取り消すときは、児童ま

たは生徒が就学すべき区立学校を指定するものとする。 

（委任） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

付 則 

この要綱は、平成27年４月１日から施行し、平成27年４月１日以降に入学または転学す

る児童・生徒について適用する。 

付 則 

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 



付 則 

この要綱は、令和５年１月４日から施行する。 



別表１ 

 

指定校変更許可基準 

基準

番号 
許 可 基 準 添付書類 留意事項 

１ 

指定校への通学が、距離・時間・

通学上の安全確保等の観点から 

支障があると認められる場合 

  

２ 

おおむね１年以内に品川区内で 

転居が確定していて、予め転居先

の指定校に通学させることが望ま

しいと判断される場合 

・転居先住所の記載され

た売買契約書または 

賃貸借契約書等 

 

３ 

保護者の就労等の理由により下校

時または登校前にやむを得ず児童

を近親者等に預けざるを得ない 

場合 

※小学生に限る 

・近親者等の預かり同意

書、保護者の就労、 

営業等状況を確認でき

るもの 

・親族関係が証明できる

証明書（戸籍・住民票

等） 

近親者等とは親族

関係があるものに

限る 

４ 

慢性疾患等で長期間、定期的に 

通院治療を必要としかつ、診療 

時間の関係により病院の最寄の 

学校へ通学する必要があると認め

られる場合 

・診察券・診断書等 

自宅、学校、病院

の距離・地理関係

について確認が 

必要 

５ 
その他教育委員会が特に必要と 

認めた場合 
・状況に応じて適時提出 客観的判断による 



別表２ 

 

区域外就学許可基準 

基準

番号 
許 可 基 準 添付書類 留意事項 

１ 

おおむね１年以内に品川区内で 

転入が確定していて、予め転居先

の指定校に通学させることが望ま

しいと判断される場合 

・転居先住所の記載され

た売買契約書または 

賃貸借契約書等 

・現在の居住地の住民票

（新入学児童・生徒に

ついては、就学指定 

通知） 

 

２ 

学期の途中で転出した場合はその

学期の終わりまで、もしくは最終

学年の場合 

・居住地の就学指定通知

または住民票 
 

３ 

店舗等を品川区で営み、事実上 

生活の大部分が品川区にあり、 

店舗等（居所）から通学する場合 

・保護者の就労、営業等

の状況を確認できる 

もの（営業許可証等） 

・居住地の住民票 

 

４ 

慢性疾患等で長期間、定期的に 

通院治療を必要としかつ、診療 

時間の関係により病院の最寄の 

学校へ通学する必要があると認め

られる場合 

・診察券・診断書等 

自宅、学校、病院

の距離・地理関係

について確認が 

必要 

５ 
その他教育委員会が特に必要と 

認めた場合 
・状況に応じて適時提出 客観的判断による 





第１号様式（第２条関係） 

 



第２号様式（第８条関係） 

 



第３号様式（第５条関係） 

 



第４号様式（第２条関係） 

 



第５号様式（第５条関係） 

 



第５号様式（第５条関係）続き 

 



第６号様式（第８条関係） 

 



第７号様式（第５条関係） 

 



第８号様式（第５条関係） 

 



第９号様式（第５条関係） 

 


